
３ 地域計画の策定 ④役割分担
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機 関 名 役 割 分 担

◇行政（町）
プランの素案策定、協議の場の設置、集落座談会の進行・意見
とりまとめや検討会の招集・進行・意見集約、中間管理機構へ
の情報提供、生産調整の対応方針（農業再生協議会）

◇行政（県） 普及指導員の派遣、県農業政策（補助事業等）の情報提供

◇農業委員会
目標地図・プランの素案策定、集積・集約化への調整、中間管
理機構への活用促進・情報提供

◇農地中間管理機構 機構関連事業の説明、機構集積協力金等の説明

◇ＪＡ営農経済センター
行政と協力してプランの素案策定、担い手への協議への協力及
び意見具申

◇ＪＡ各支店
集落座談会の日程調整、開催通知、出席者確認、当日会場準備
等対応

※町・農業委員会・ＪＡが中心的な役割を担うことが重要である！！



３ 地域計画の策定 ⑤策定による成果
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H24年9月28日
〇２２プラン策定
〇７６名が地域中心経営体に位置づけ
〇養老町全域において左図のとおり
ゾーニング

※以後、随時更新

◆集積率の拡大・集約化の進展
Ｈ２６：５７％ ⇒ Ｒ５：７９．３％

◆作業効率（生産性）の向上
養老町全域の目標地図



３ 地域計画の策定 ⑥地域計画の更新作業
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＜見直し検討会議の開催＞

・毎年

７月～９月 地区別開催

・参集者

農業委員、最適化推進委員

農事改良組合長、担い手

農地中間管理機構

行政（県・町）、JA

・内容

地域計画の見直しついて

農地中間管理事業について



３ 地域計画の策定 ⑦策定できた要因
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地域計画（利用集積図・いわゆる目標地図を含む）が短期間で円滑
に策定できた要因としては以下があげられる。

１ 行政・ＪＡがリーダーシップを発揮したこと

２ 行政・ＪＡと担い手との緊密な連携ができたこと

３ 担い手が比較的多く存在していたこと

４ 農地の多くが平坦地で耕作条件が比較的整っていたこと

５ 農地集積協力金への取組気運があったこと



４ 事例紹介 【笠郷地区】 ※農林水産省ＨＰより抜粋
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５ 養老町全体の集積状況
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貸し借り種別 面積（ｈa） 筆数 転貸割合（％）

農地中間管理事業 １３６１．２５ 11,301 ５６．１％

ＪＡ農地利用集積円滑化事業 ２９４．５５ 2,273 １２．１％

利用権設定等促進事業（相対） １３４．３５ 1,224 ５．６％

自作地 ６１２．４９ 7,623 ２５．２％

農地法第３条 １６．２５ 182 ０．７％

その他（永小作権など） ６．８８ 133 ０．３％

合計 ２４２５．７７ 22,736

① 農地中間管理事業
② ※ＪＡ農地利用集積円滑化事業

※現在はすでに廃止

③ 利用権設定等促進事業（相対）
④ 農地法第３条

これまで

① 農地中間管理事業

※地域計画（目標地図）に沿った形
で農地集積・集約化を実現！！

② 農地法第３条

地域計画策定後

一本化

※

特
定
農
作
業
受
委
託
含
む

※

半
分
以
上
は
担
い
手
へ
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